




IFRS第1号
国際財務報告基
準の初度適用

影響を受ける基準

初度適用時における
会計方針の変更

みなし原価としての再
評価

料金規制の対象となる
事業に対するみなし原
価の使用

事項

IFRSを初めて適用する際に行う会計方針の変更あるいは最初のIFRSに基
づく財務諸表適用の対象となる期間に行った会計方針への変更について、
初度適用企業はIAS第8号を適用しないことを明確にする。
最初のIFRS中間財務報告書公表から最初のIFRS財務諸表公表までの間
に行った会計方針の変更あるいはIFRS第1号の免除規定使用について変
更を行う場合、初度適用企業は当該変更について開示し、説明する必要が
ある。

何らかの事象を契機とした公正価値の使用範囲を拡大する。初めてIFRS第
1号を適用する財務諸表で、初度適用企業は再評価修正額を利益剰余金と
して認識するとともに、当該事象を契機とした公正価値測定をみなし原価とし
て認識することができる。最初のIFRS財務諸表の対象となっている年度中
であれば、事象が移行日以降に生じた場合でも適用される。IFRS第1号の通
常の規定は移行日に適用される。

料金規制の対象となる事業を有する企業は、従前の会計原則（GAAP）に基
づいて決定した有形固定資産または無形資産の科目ごとの帳簿価格を、み
なし原価として移行日において使用することが認められている。

2011年1月1日

2011年1月1日

2011年1月1日

IFRS第7号
金融商品：開示

IAS第1号
財務諸表の表示

IAS第21号
外国為替レート変動の
影響
IAS第28号
関連会社に対する投資
IAS第31号
ジョイント・ベンチャーに
対する持分

開示の明確化

株主持分変動計算書
の明確化

IAS第27号　連結お
よび個別財務諸表
（2008年改訂）の結果
として生じた改訂に係
る経過規定

一貫性に欠け重複した開示要件および誤解を招く恐れのある特定の開示を
排除するために基準の開示要件を明確にする。

企業はその他包括利益の各構成要素の変動を株主持分変動計算書の本
表または財務諸表の注記のいずれかで表示することができることを明確にす
る。

IAS第27号の改訂（2008年）の経過規定と整合性をとるため、関連する重
要な基準の経過規定を将来的に改訂する。

2011年1月1日

2011年1月1日

IAS第34号
中間財務報告

重要な事象および取引 IFRS第7号の要件に係る直近の改善との相互関係を含めた必要とされる開
示を明確にすることによって、中間財務報告を改善するよう目指す。

IFRIC第13号
カスタマーロイヤ
ルティープログラ
ム

特典クレジットの公正
価値

特典クレジットの公正価値を償還され得る特典の価値に基づいて測定する
場合、当該特典クレジットの公正価値は、予想される失効部分および当初の
販売から特典クレジットを獲得しない顧客に対して提供されるであろう値引ま
たはインセンティブを考慮すべきであることを明確にする。

2011年1月1日

2011年1月1日

2010年7月1日

IFRS第3号
企業結合

IFRS第3号（改訂）の
発効日以前に発生した
企業結合により生じる
条件付対価に係る経
過規定

非支配持分（NCI）の
測定に関する経過規
定

置き換えられていない、
または自発的に置き換
えられた株式報酬

IFRS第3号（2008年改訂）の適用日より前に発生した企業結合により生じ
る条件付対価の残高は、適用日に調整を行わないことを明確にする。また、当
該残高の事後の会計処理に関するガイダンスを提供する。

NCIを公正価値または被取得企業の識別可能な純資産の比例持分のいず
れかで測定する選択は、現時点の所有者持分を示しかつ清算時に所有者に
対して被取得企業の純資産の比例持分に係る権利を与えるNCIのみに限
定される。
NCIのその他全ての要素は、他の基準書によって別の測定基準が要求され
ない限り、取得日の公正価値で測定する。

取得企業によって自発的に置き換えられた被取得企業の株式報酬取引およ
び取得企業が置き換えないとする被取得企業の株式報酬に関する会計処
理のガイダンスを明確にする。

2010年7月1日

2010年7月1日

2010年7月1日

有効となる
会計年度の開始日

年次改善（2010年版）

影響を受ける基準 事項 有効となる
会計年度の開始日

＊発効日および経過規定について正確に把握されたい場合は、「2010年版IFRSの改善」をご確認ください。

改訂の要約

改訂の要約



IFRS第1号
国際財務報告基
準の初度適用

影響を受ける基準

初度適用時における
会計方針の変更
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1.鉱物または石油・天然ガスの埋蔵量の見積
りおよび分類方法

2.鉱物または石油・天然ガス資源の計上方法

3.鉱物および石油・天然ガス資源の測定方
法

4.開示すべき採掘活動に関する情報

事項

「埋蔵量と資源量」の定義に関して共通の基準を利用すべきである。
本ディスカッション・ペーパーは、鉱物に対して鉱物埋蔵量国際報告基準審議会（Committee for 
Mineral Reserves International Reporting Standards）のテンプレートを使用し、石油および天
然ガスに対しては資源量および埋蔵量に関する新基準（PRMS: Petroleum Resource 
Management System）を使用するよう提案している。

鉱物または石油・天然ガス資源の会計処理について最初の焦点となるのは、これらの資源の法的
権利である。
一般的に採掘活動の各段階の会計処理に焦点を置く従来の処理とは対照的である。こうした手法
の多くは繰延費用モデルであり、資産計上されたコストは特定の地域の活動を継続するかまたは放
棄するのかの、経営者の決定に基づいて繰越あるいは除却の対象となる。

鉱物および石油・天然ガス資源は、当該企業の鉱物および石油・天然ガス資源に関する詳細にわ
たる開示を補足して、取得原価で測定すべきである。

プロジェクトチームは、採掘活動に係るリスクの性質およびその程度を利用者が評価する際に役立
つと思われる開示要件を導入するよう提案している。
現在の開示は国または規制要件の影響を受ける場合が多く、その多くは鉱物および石油・天然ガス
のために単独かつ独立して書かれおり、そうした開示を改善することが本提案の目的として挙げられ
る。

提案























IFRS第9号

さまざまな基準および
指針

IFRIC第14号

基準名

金融商品

IFRSの年次改善（2010年版）

最低積立要件の前払い　　　
－IFRIC第14号の改訂

基準または解釈指針の正式名称

2013年1月1日

特に指定のない限り、2011年1月1
日（2010年7月1日より発効となるも
のも一部ある）

2011年1月1日

可（広範な経過規定を
適用する）

可

可

IAS第24号

IFRS第1号

IFRIC第19号

関連当事者についての開示

初度適用企業に対するIFRS第7
号の比較情報開示の限定的な
免除（IFRS第1号の改訂）

資本性金融商品による金融負債
の消滅

2011年1月1日

2010年7月1日

2010年7月1日

可（基準全体または政
府関連企業に対する
一部免除のいずれか）

可

可

IAS第32号 株主割当増資の分類（IAS第32
号の改訂）

2010年2月1日 可

IFRS for SMEs 中小規模企業向けIFRS 各管轄地域の規制当局が定める日
以降

N/A

さまざまな基準および
指針

IFRSの年次改善（2009年版） 特に指定のない限り、2010年1月1
日（2009年7月1日より発効となって
いるものも一部ある）

可

IFRS第1号 初度適用企業に対する追加的な
免除規定（IFRS第1号の改訂）

2010年1月1日 可

早期適用の可否

2009年1月1日以降が発効日とされる新しいIFRS基準およびIFRIC解釈指針

有効となる会計年度の開始日



IFRS第2号

IFRS第1号

IAS第39号

基準名

グループ間現金決済型株式報酬
取引（IFRS第2号の改訂）

国際財務報告基準の初度適用
（2008年改訂）

IAS第39号「金融商品：認識およ
び測定：適格なヘッジ対象」の改
訂

基準または解釈指針の正式名称

2010年1月1日

2009年7月1日

2009年7月1日

可

可

可

IFRIC第17号

IFRS第3号

IAS 第27号

株主への非現金資産の分配

企業結合（2008年改訂）

連結および個別財務諸表（2008
年改訂）

2009年7月1日

2009年7月1日

2009年7月1日

可（ただしIFRS第3号（2008年
改訂）、IAS第27号（2008年改
訂）およびIFRS第5号（IFRIC第
17号による改訂事項）も同時に
適用する必要がある）

可（ただし、2007年6月30日以
降開始する会計期間のみを対象
とし、IAS第27号（2008年改訂）
も同時に適用する）

可（ただし、IFRS第3号（2008年
改訂）も同時に適用する必要が
ある）

IFRIC第18号 顧客からの資産の移転 2009年7月1日以降の資産の移転 可（過去の移転に対して、本指針
を適用するのに必要な評価およ
び情報を当該移転の発生時に
入手してある場合）

IAS第32号およびIAS
第1号

IAS第32号「金融商品：表示」お
よびIAS第1号「財務諸表の表
示：プット可能な金融商品および
精算時に生じる債務」の改訂

2009年1月1日 可（ただし、IAS第39号、IFRS第
7号およびIFRIC第2号の関連
改訂も同時に適用する必要があ
る）

早期適用の可否

2009年1月1日以降が発効日とされる新しいIFRS基準およびIFRIC解釈指針

有効となる会計年度の開始日



基準名 基準または解釈指針の正式名称

IFRS第1号およびIAS
第27号

IFRS第1号「国際財務報告基準
の初度適用」およびIAS第27号
「連結および個別財務諸表」の
改訂

2009年1月1日 可

IFRS第7号 IFRS第7号「金融商品の開示：金
融商品に関する開示の改善」の
改訂

2009年1月1日 可

IFRS第2号 IFRS第2号「株式報酬：権利確
定条件および取消し」の改訂

2009年1月1日 可

IAS第1号 財務諸表の表示 2009年1月1日 可

IAS第23号 IAS第23号「借入費用」の改訂 2009年1月1日 可

IFRS第8号 「事業セグメント」 2009年1月1日 可

IFRIC第15号 「不動産の建設に関する契約」 2009年1月1日 可

さまざまな基準および
指針

IFRSの年次改善（2008年版） 2009年1月1日（特に指定のない限
り）

可

早期適用の可否

2009年1月1日以降が発効日とされる新しいIFRS基準およびIFRIC解釈指針

有効となる会計年度の開始日



2010 Grant Thornton Taiyo ASG . All right reserved.

コメント募集期限タイトル文書の種類

2010年7月15日財務報告のための概念フレームワーク：報告企業公開草案 

2010年7月16日金融負債に対する公正価値オプション公開草案 

2010年7月30日採掘産業ディスカッション・ペーパー

2010年9月7日公正価値測定に対する測定の不確実性に関する分析の開示公開草案

2010年9月30日その他包括利益の項目の表示（IAS第1号の改定案）公開草案

2010年10月22日顧客との契約に基づく収益公開草案

2010年9月6日確定給付制度（IAS第19号の改定案）公開草案

現在IASBが公開中の文書


